
名称 東光寺上地区地区計画 

地区面積 約１５－１ｈa 

農地 約13.2ha 地区面積に対する
割合 約50.4% 

 生産緑地  約10.1ha         約38.5% 

 宅地化農地  約  3.1ha         約11.8% 

【土地利用現況】 

←施行後の空中写真 

 出典９ 日野市ホームページ 等 

→本地区内における「農地」の 
  分布状況 
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↑東光寺上地区の航空写真 

• 日野市は、東京から約35kmの多摩地域南部にある、人口約18万人の清流と緑豊かな丘陵のある都市。 

• 東光寺上地区は、農地と住宅が共生する土地区画整理事業を実施し、農と住の共生に配慮したまちづくりを進めるため
の地区計画を策定。 

• 地区面積のおよそ半分を生産緑地として指定。学校給食への積極的な野菜の供給、ブルーベリー摘み取り園などの観
光農園や農業者が生産した野菜を消費者が畑から収穫して購入する「畝売り農園」など新しい農業経営スタイルが見ら
れる。 

• 農業者の高齢化や人手不足を補う仕組みとして援農市民養成講座「農の学校」を開講。 

• 「農あるまちづくりプラン」を策定し、農業者と地域住民の交流のための拠点施設として「ファーマーズセンター」の設置を
計画。 

 市街化区域の空間の再構成（計画論の見直し） － 都市農地・農業の位置付けのあり方 

農を活かしたまちづくりの事例（東京都日野市） 
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出典９国土交通省等 

＜集落地域整備法の適用実績＞ 

＇平成１０年７月現在（ 

０３県０６地域 

～ 計画策定状況 ～ 

   集落農業振興地域整備計画および集落地区計画 

   策定済み集落地域 

   集落地区計画 策定済み集落地域 

 市街化区域の空間の再構成（計画論の見直し） － 都市農地・農業の位置付けのあり方 

集落地域整備法の概要 

●  土地利用の状況等からみて良好な営農条件及び居住環境の確保を図ることが必要であると認められる集落地域につい
て、農業の生産条件と都市環境との調和のとれた地域の整備を計画的に推進するための措置を講じ、もってその地域の
振興と秩序ある整備に寄与することを目的 

集落地域整備基本方針＇都道府県知事決定（ 

≪内容≫  ◆集落地域の位置及び区域に関する基本的事項 

      ◆土地利用に関する基本的事項 

      ◆農用地の整備等の良好な営農条件の確保に関する基本的事項 等 

集落地区計画 
≪内容≫ ◆区域の整備及び保全に関する方針 

     ◆集落地区施設の配置及び規模 

     ◆用途、建築物等に関する制限  等 

※「地区計画等」の一類型＇届出勧告制・条例等により建築確認連動（ 

＇基本方針に基づいて市町村が決定（ 

集落農業振興地域整備計画 

≪内容≫ ◆土地の農業上の効率的利用に関する事項 

     ◆農業生産の基盤整備及び開発、農業の近代化のための施設
の整備等に関する事項     等 

※農用地の保全等に関する協定、農用地区域設定の要請、交換分合 

＇基本方針に適
合する内容を

市町村が決定（ 

※香寺集落地域・・・集落地区計画２地区策定済 

※ 
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都市計画区域

市街化区域

農業振興地域

※集落地域９相当規模の農用地と相当数の住居等が
あり、良好な営農条件と居住環境の確保を図る必要
があるエリア＇※地域指定行為はなく、集落地域整備
方針で位置・区域の基本的事項が定められる。（

集落地域※

集落地域整備基本方針＇都道府県知事決定（集落地域整備基本方針＇都道府県知事決定（

集落地区計画集落地区計画

集落農業振興
地域整備計画

集落農業振興
地域整備計画

※「地区計画等」の一類型＇届出勧告制・
条例により建築確認連動（

基づいて市町村が決定

適合する内容を市町村が決定

※農用地の保全等に関する協定、農用
地区域設定の要請、交換分合

都市計画区域

市街化区域

農業振興地域

※集落地域９相当規模の農用地と相当数の住居等が
あり、良好な営農条件と居住環境の確保を図る必要
があるエリア＇※地域指定行為はなく、集落地域整備
方針で位置・区域の基本的事項が定められる。（
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※「地区計画等」の一類型＇届出勧告制・
条例により建築確認連動（

基づいて市町村が決定

適合する内容を市町村が決定

※農用地の保全等に関する協定、農用
地区域設定の要請、交換分合



例９さいたま市都市計画マスタープラン土地利用方針図(2005) 

例９さいたま市緑の基本計画緑地配置方針図(2007) 

非建築的土地利用 
(空地（コントロール 
【空間のリサイクル】 

・従来の土地利用計画のターゲット 
＇「跡地」に対し、その後の利用の方向性が与
えられない。（ 

個別的土地利用 

の変動への対応 
・新たな視点と手法 

建築的土地利用 
コントロール 

【建築規制・誘導等】 

緑の都心・副都心 

歴史・文化の緑 

花と緑の駅 

緑の帯 

緑の道 

緑の骨格軸 

地域の骨格をなしている河
川・水路と周辺の緑 

まちなか 周辺 

市
街
化
区
域 

市
街
化
調
整
区
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典型９住商工の 

専用的市街地 

典型９河川や緑の骨格 

○非建築的土地利用を指向する空間のリサ 

 イクルの方向性 
 ※緑の骨格は、公物として、また、保全型ゾーニ 

  ング等でまもっていく。 

 → 空間リサイクルの重点は、为として基質的部分 

   ・緑の骨格の近接地＇緑の骨格の価値増進（ 

   ・都市化により埋没した地形的自然的構造の回 

   復＇流域・崖線・地下水等の水循環系や風の 

   道、斜面緑地や里山等の生物的多様性など（ 

   ・建築的高度利用との重ね合わせ＇集積の増大 

   に応じた環境インフラの拡大（ 

○建築的土地利用を指向する空間のリサイクルの方向性 
 ※集約型都市構造化の観点から、内部の有効利用が進まない 

  まま市街地が拡散することを抑止 

 → 空間リサイクルの重点は、为として集積拠点と周辺 

      ・居住だけでなく福祉・医療、公共交通などのサービスネット 

      ワークを考慮した新たなコアの形成や集積の維持増進 

      ・遊休地の有効利用、ブラウンフィールド対応等支障の除去 

      ・コミュニティやエリアマネジメントの重視＇「新しい公共」（ 

      ＇*非建築的土地利用を指向する空間のリサイクルと共通（ 

建築的土地利用の 
骨格的部分 

性格付けが
明確でない
基質的部分
の広がり 

非建築的土地利用の骨
格的部分 

【資料１＇参考（】 
 建築／非建築のバランスのとれた一体的な密度誘導（実現手段の充実） － 「空間のリサイクル」 

都市の構造と「空間のリサイクル」のイメージ 

●土地利用計画によっても利用の方向性が与えられない「跡地」への働き
かけの視点から、建築的土地利用及び非建築的土地利用から見た都市
の構造に応じ、望ましい土地利用を誘導するという発想。 

２／ 



 建築／非建築のバランスのとれた一体的な密度誘導（実現手段の充実） － キャップ＆トレード手法の展開 

容積率を介した環境貢献促進検討の事例 

●新たな環境配慮への取り組みスキームの検討＇大阪市（ 
 

 

目 的 

 民間活力を活用しながら、都市全体の環境配慮に繋げる仕組みの構築 
 
概 要 

 都市再生緊急整備地域内の民間事業者が、密集市街地等の他地域にお

いて、公園や地域冷暖房システムの導入などインフラ整備や、環境性能を高

める建替えや省エネ改修など設備更新の促進など、都市の環境改善に向け

た幅広い環境貢献への取組みを行う場合に、それを評価して、容積率を大

幅に緩和する新たな仕組みを検討。 

 一例として、これまでの容積率緩和により建てられる建物のCO2の排出枠

を設定し、さらに容積率を上積みすることによりCO2排出枠を上回る場合、そ

の見合い分を環境基金として市へ納付。 

 

緑地や公園の整備による緑化の促進 

密集市街地での住宅の建替えの促進 
地域冷暖房システムの導入などインフラ整
備 
構造の断熱化や設備の効率的による環境
性能の高い建築物の建替えの促進 
省エネ改修など設備更新の促進  
など 

環境配慮などによる 
更なる容積緩和 

ベ
ー
ス 

 

既存の緩和
制度による 

これまでの規制 
緩和に基づく建物 

環境改善な 
ど地域貢献 
に応じた容 
積率の緩和 

都市再生緊急整備地域において、他地域

などへの環境貢献に応じた更なる容積率

の緩和を実施 

 

新たな制度に 
基づく建物 

都心部の民間活力の導入とパッケージ 

で進める密集市街地等他地域での 

環境改善 

検討内容 

 名古屋市都市再生特別地区運用指針において、都市再生への

効果が認められる評価対象の例として「都市環境の改善･向上へ寄

与する取組として、市内の良好な緑地や水辺空間、または歴史的

建造物等の都市の環境資産の保全･活用」を記載＇平成22年9月

16日発出（。併せてその評価手法について検討中。 

検討内容 

 評価対象及びその評価手法に

ついて検討中。 

●都市再生特別地区の運用による環境貢献評価の検討 

 ＇名古屋市（ 
 

目 的 

 緑地の保全・創出をはじめとする都市環境の保全・改善に寄与する

都市開発プロジェクトの誘導 
 

概 要 

 都市再生特別地区制度の運用にあたっては、緑化の推進など都市

再生に寄与するプロジェクトに対し、相応の容積率の割り増しを行って

いる。 

 今後は、都心部等において開発を行う際に、開発地での十分な都市

再生貢献とともに、都市環境の改善・向上への取り組みとして、市内の

良好な緑地などの都市の環境資産を保全・活用する場合にも、当制度

の適用を検討。 

これらの動向を踏まえて、国と地方公共団体が協力してケーススタディを実施中 

２０ 


